
別記様式第１号
事業計画（実績）書
１　事業の実施計画
	プロジェクト名
	事業実施主体名
	
事業の内容
施行箇所設置場所
工種、施設区分
構造、規格、能力　等
	事業量
	単価
	事業費

(補助対象経費)
	負担区分
	工　　期
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	県補助金
	市町村費
	その他
	着工(予定)
年月日
	竣工(予定)
年月日
	

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


　（注）１．「備考」欄には、制度資金又は金融機関等の借入れを計画している場合の「資金名」及び「借入金額」を記入すること。
  
２　補助事業に要する（した）経費（県補助金と市町村費の合計費）

３　事業完了（予定）年月日

４　添付書類
（１）市町村費の根拠となる当該市町村の補助金交付に関する規程又は要綱（補助金交付申請時）
（２）事業費精算額に係る領収証書の写し等の挙証資料（実績報告時）

別記様式第２号
収　支　予　算　（　精　算　）　書

１　収入の部                                              
  （単位：円）
	区　　分
	本年度予算額
(本年度精算額)
	備　　　考

	県 補 助 金
	
	

	市 町 村 費
	
	

	そ　の　他
	
	

	合　   　計
	
	


                                                           
                                                           
２　支出の部                               
                        　　 （単位：円）
	区　　分
	本年度予算額
(本年度精算額)
	備　　　考

	設備・機械導入
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　   　計
	
	


















別記様式第３号
番　　　　　号
年　　月　　日


山形県知事　　　　　　　殿


市 町 村 長    　　　　　


令和８年度山形のうまいもの創造支援事業
計画変更承認申請書


　令和　　年　　月　　日付け　第　　号により補助金交付決定の通知があった標記補助事業について、下記のとおり計画変更したいので、山形県補助金等の適正化に関する規則第７条第１項第１号の規定により申請する。

記

１  変更の理由及び内容

２  事業の内容及び経費の配分（様式第１号に準じて作成のこと。）

３  収支予算書（様式第２号に準じて作成のこと。）


（注）１　補助金の額が増額する場合は、件名の「事業計画変更承認申請書」を「事業計画変更承認及び変更交付申請書」とし、本文中の「下記のとおり計画変更したいので、山形県補助金等の適正化に関する規則第７条第１項第１号の規定により申請する。」を「下記のとおり計画変更し、補助金○○○円の追加交付を受けたいので、山形県補助金等の適正化に関する規則第７条第１項第１号の規定により、承認されるよう申請する。」とする。
２　関係書類は、補助金の交付決定通知がなされた事業の内容及び経費の配分とを比較対照できるよう両者を二段書きとし、変更前をかっこ書きで上段に記載すること。


別記様式第４号
番　　　　　号
年　　月　　日


山形県知事　　　　　　　殿


市 町 村 長    　　　　　


令和８年度山形のうまいもの創造支援事業
事業中止（廃止）承認申請書


　令和　　年　　月　　日付け　第　　号により補助金交付決定の通知があった標記補助事業について、下記の理由により中止（廃止）したいので、山形県補助金等の適正化に関する規則第７条第１項第１号の規定により申請する。

記

１  中止（廃止）の理由



２  中止の期間（廃止の時期）


別記様式第５号
番　　　　　号
年　　月　　日

山形県知事　　　　　　　殿


市 町 村 長    　　　　　


令和８年度山形のうまいもの創造支援事業
事業遂行状況報告書


　令和　　年　月　日付け　第　　号により補助金交付決定の通知があった標記補助事業について、山形県補助金等の適正化に関する規則第７条第１項第２号の規定により、補助事業の遂行について指示を受けたいので、下記のとおり補助事業遂行状況報告書を提出する。

記

１　予定期間内に完了しない又は補助事業の遂行が困難となった理由


２　遂行状況
                                                                                 
	地区
	事業実施主体
	年 間 計 画
	遂   行   状   況
	差 引 残 事 業

	
	
	事業量
	事業費
	県補助金
	事業量
	事業費
	県補助金
	出来高
	確認年月日
	事業量
	事業費
	県補助金
	完了予定年月日

	
	
	
	円　
	円
	
	円
	円
	円
	
	
	円
	円
	






別記様式第６号

財　産　管　理　台　帳


　事業実施主体名

	事業実施年度
	令和　　　年度
	県補助金名
	山形のうまいもの創造支援事業費補助金

	事業の内容
	工期
	経費の配分
	処分制限期間
	処分の状況
	摘
要

	施設種別
	施行箇所
又は
設置場所
	事業内容（工種、施設区分、構造、規格、能力等）
	事業量
	着　工
年月日
	竣　工
年月日
	事業費
	負担区分
	耐用
年数
	処分制
限年月
日
	承　認
年月日
	処分の
内　容
	

	
	
	
	
	
	
	
	県補助金
	市町村費
	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



　（注）１　処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。
　　　　２　処分の内容欄には、目的外使用、譲渡、交換、貸し付け、担保等別に記入すること。
　　　　３　摘要欄には、処分の相手方、処分価格等を記入すること。


別記様式第７号


事業実施状況調書


	プロジェクト名
	地 区 名
	事業実施主体
	事業内容
	県補助金
交付決定額
	計　　画
	出  来  高
	進捗度
	残      高
	備　考

	
	
	
	
	
	事業量
	事業費
(Ａ)
	事業量
	事業費
(Ｂ)
	(Ｂ)
／
(Ａ)
	事業量
	事業費
	

	
	
	
	
	        円
	
	    円
	
	    円
	     ％
	
	    円
	




別記様式第８号

番　　　　　号
年　　月　　日


山形県知事　　　　　　　殿


市 町 村 長    　　　　　


令和８年度山形のうまいもの創造支援事業費補助金
消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額等報告書


　令和　　年　　月　　日付け　第　　号をもって額の確定の通知があった標記補助事業について、令和　年度山形のうまいもの創造支援事業費補助金交付要綱第７条第３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１  山形県補助金等の適正化に関する規則第15条の補助金の額の確定額　　　　　　　　　　　　　　　
金　　　　　　　　円

２  補助金の確定時に減額した消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額
金　　　　　　　　円
      
３  消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れ控除税額　　　　　　　　　　　　　
金　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額　　　　　　　　　　　　　金  　　　　　　　円
　　　　　　　　
（注）事業実施主体別の内訳資料その他参考となる資料を添付すること。

別記様式第９号

番　　　　　号
年　　月　　日


山形県知事　　　　　　　殿


市 町 村 長    　　　　　


令和８年度山形のうまいもの創造支援事業費補助金
概算払請求書


　令和　　年　　月　　日付け　第　　号により補助金交付決定の通知があった標記補助事業について、令和　年度山形のうまいもの創造支援事業費補助金交付要綱第８条第２項の規定により、概算払を下記のとおり請求します。

記

　１　概算払を必要とする理由


　２　概算払請求額
　令和　年　月　日現在
	市町村名
	事業実施主体
	県補助金
交付決定額
	既受領額
	出来高
	今　回
請求額
	残額
	完了予定
年月日
	備考

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	
	

	計
	
	円
	円
	円
	円
	円
	
	



３　発行責任者等
　発行責任者
　　所　　属：
所属氏名：
　　電話番号：
　担　当　者
　　所　　属
職名氏名：
電話番号：


別記様式第10号                     　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　
番　　　　　号
年　　月　　日


山形県知事　　　　　　　殿


市 町 村 長    　　　　　


令和８年度山形のうまいもの創造支援事業
財産処分承認申請書


　令和　　年　　月　　日付け　第　　号により補助金交付決定の通知があった標記補助事業で取得した財産を、下記のとおり処分したいので承認くださるよう申請します。

記

１　処分の対象となる財産

２　処分の内容（目的外使用、譲渡、交換、貸し付け、担保等）

３　処分の理由

４　財産取得時の状況     
	事業内容
	事業実施主体
	施行又は
設置場所
	事業量
	事業費
	県補助金
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	


                                                       
５　処分の方法（処分の相手方、処分価格、処分予定期日、処分条件等を記載し、譲渡に当たっては相手方の利用方法、利用計画等を記載すること。）
